2016年8月30日～31日
臨時国会9月26日開会、防衛相南スーダンへ・アメリカへ、日米首脳会談開催へ、民進党代表選、衆院補選、高江情勢、産経主張「テロ準備罪…」、東京社説「今、憲法を考える(3)…」、赤旗主張「オスプレイ・Ｆ35…」
臨時国会、来月２６日召集＝民進代表選に配慮－政府・自民
　政府・自民党は、次期臨時国会を９月２６日に召集する方針を固めた。同党の二階俊博幹事長が３０日、記者団に明らかにした。安倍晋三首相が９月１５日の民進党代表選前に召集したいとの意向を示していたものの、臨時国会を円滑に運営するには同党に配慮する必要があると判断した。
　政府は当初、同月１３日召集を想定していた。下旬にずれ込むことで、国会日程が窮屈になることも予想される。政府・自民党は、総合経済対策を盛り込んだ２０１６年度第２次補正予算案や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案などの成立を目指す。　
　二階氏は、記者団から１１月８日の米大統領選前のＴＰＰ関連法案成立を目指すか質問されたのに対し、「当然ベストを尽くす」と強調。会期幅については、「いつまで（開くか）は、まだこれからだ」と述べ、今後調整する考えを示した。
　これに対し、民進党の岡田克也代表は記者団に「２６日召集は常識的な判断だし、適切だと評価できる」と述べた。（時事通信2016/08/30-20:25）
臨時国会、来月26日召集　政権が民進代表選配慮

共同通信2016/8/30 19:50

　政府、自民党は30日、秋の臨時国会を9月26日に召集する方針を決めた。自民党の二階俊博幹事長が官邸側と合意したと党本部で記者団に明らかにした。当初、官邸側は9月中旬の召集を検討したが、来月15日の民進党代表選に配慮する必要があるとの自民党側の主張を受け入れた。国会論戦では環太平洋連携協定（TPP）の承認案件などが焦点となる。

　自民党幹部によると、安倍首相はTPPの承認案件や関連法案を確実に成立させるため、9月13日や16日の召集案を党側に打診。二階氏ら党執行部は「民進党の新体制が臨時国会の準備を進められる日程にすべきだ」と訴え、調整が続いていた。

臨時国会、９月２６日に召集　政府・与党合意
朝日新聞デジタル2016年8月30日23時16分
　政府・与党は、秋の臨時国会を９月２６日に召集することを決めた。首相官邸は１３日召集を検討していたが、民進党の代表選が１５日、公明党の党大会が１７日にあることに配慮した。
　自民党の二階俊博幹事長が３０日、記者団に「自民党と首相官邸で合意に達したから、２６日に（召集）させていただく」と述べた。会期については引き続き検討するとした。
　臨時国会では、今年度の第２次補正予算案や環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案に加え、過去に３回廃案となっている「共謀罪」の要件を変えて「テロ等組織犯罪準備罪」を新設する組織的犯罪処罰法改正案など重要法案の審議が想定される。さらに、憲法改正や天皇陛下の生前退位をめぐる皇室典範改正の論議も控えている。
　安倍晋三首相は公明党の山口那津男代表に「なるべく早期に召集したい」と伝えるなど、１３日に召集したいという意向を示していた。一方、野党との円滑な国会運営を重視する自民党は、民進の代表選などが終わった後の２６日を主張していた。
臨時国会、９月26日召集　政府・与党方針 
日経新聞2016/8/30 17:47 (2016/8/31 0:55更新)
　政府・与党は30日、次期臨時国会を９月26日に召集する方針を固めた。二階俊博幹事長が30日、党本部で記者団に明らかにした。当初、官邸側は９月中旬の召集を検討したものの、９月15日の民進党代表選を踏まえ、同党に配慮する必要があると判断した。11月末か12月上旬を国会会期末とする案が浮上している。
　二階氏は「26日召集で自民党と官邸の間で合意に達した」と説明した。総合経済対策を盛り込んだ2016年度第２次補正予算案や消費増税の延期法案、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案などの成立をめざす。
　政府・与党はＴＰＰ承認案を米大統領選のある11月８日までに衆院採決に持ち込みたい考え。米大統領候補は民主、共和両党ともにＴＰＰに不満を示しており、再交渉を迫られる可能性もある。
しんぶん赤旗2016年8月31日(水)

自衛隊の南スーダンＰＫＯ派遣　孫が派遣打診され　娘と泣いた　ルポ　部隊駐屯地の青森で

　「孫が『南スーダン派遣を打診された』と言ったとき、しばらく娘と一緒に泣きました。なんで銃を持って、外国に行かなきゃならないんですか」――。内戦状態が続くアフリカ・南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に、第１１次隊として１１月から派遣される陸上自衛隊第９師団第５普通科連隊（青森駐屯地＝青森市）。安保法制＝戦争法に基づく自衛隊の新任務―「駆け付け警護」や「宿営地の共同防護」の任務を付与される可能性があります。戦後初めて、海外で「殺し殺される」かもしれない隊員たちの家族に、今の心境を聞きました。（吉本博美）
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　農作業着で野菜の仕分けをガレージでしていたＡさんの自衛官の孫は、「人の役に立ちたい」という思いを強く持ち、４月に発生した熊本地震の支援にもかかわっていたといいます。「孫は上官から南スーダンに行かないかと言われましたが、『自分はまだ若いので、国内で経験を積みたい』と断りました。上官はあっさり引いてくれたそうですが、本当に心配なんです」。手を止めて、目に涙を浮かべます。

話してくれない

　近所に住むＢさん（７１）の息子は、今回の南スーダンへの派遣が決まっています。少し肩を落として言います。「もう仕事のことも、気持ちも、なにも話してくれません。隊から『何もしゃべるな』と言われてるんだと。私も表では何も関心ないようには振る舞ってはいますがね」

　一方で「やむを得ない」という家族もいます。自衛隊員の孫をもつ元隊員のＣさん（７５）は、「南スーダンの状況をみると心配はしていますが、隊員を出すほうもやむを得ないし、覚悟をするしかない」と腕を組みながら答えます。

本心では署名を
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（写真）陸上自衛隊青森駐屯地＝２９日、青森市内


　青森駐屯地が近い日本共産党東青地区委員会は「青森の青年を戦場に送るな」と南スーダンＰＫＯ派遣中止と戦争法の廃止を求める独自署名を集めています。４０代の息子が幹部自衛官だという元自衛隊員のＤさん（６９）はこぼすようにいいます。「立場上署名できないけど、本心では私も書きたいです。人間ならね、子を戦場に送りたいとは思いませんよ」

自民に入れない

　町中にある青森駐屯地は、住宅や商店と隣り合わせ。取材日は快晴、周辺には多くの若い自衛官がランニングしていました。

　市内に住む元介護職員の赤平加奈恵さん（２７）は、「青森には仕事があまりないので、進路の一つとして自衛隊を選択肢に入れる学生もそれなりにいます」と話します。

　戦争法の成立からもうすぐ１年。「自民党にはもう票を入れません。安倍首相は、子を持つ親の気持ちが分からないんだと、他の隊員の親御さんたちもいってますよ」。Ａさんは怒りを込めて訴えます。

「駆け付け警護」検討の南スーダン　性暴力や略奪横行

東京新聞2016年8月30日 夕刊

　国連平和維持活動（ＰＫＯ）で陸上自衛隊部隊が展開中の南スーダンの首都ジュバでは、七月に大規模戦闘が再燃した際、兵士らによる性暴力や略奪が横行した。日本政府が「駆け付け警護」などの新任務付与を検討する現地の治安は安定しているとは言い難い。

	７月の戦闘時に略奪に遭ったＰＫＯ本部付近の市場は、多くの店が閉まっていた＝２３日、南スーダン・ジュバで（共同）
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　「結婚できないかもしれない」。ＰＫＯ本部に隣接する避難民施設で暮らす少女（１７）は七月上旬、知人女性らと共に近くの市場で食料を調達して帰る途中、政府軍兵士に集団レイプされたと証言した。

　「抵抗しようとしたら殴られた。食料も奪われた」と少女。市場近くに住んでいた女性（３２）も、同じころ「政府軍兵士四人にレイプされた」と語った。

　二人とも、襲ってきた兵士は話す言葉から最大民族ディンカだったと証言。二人はディンカと敵対する民族ヌエルだ。国連によると、主にヌエルを標的とした兵士らによる性的暴行が七月に二百十七件報告された。

　略奪も深刻で、ジュバの世界食糧計画（ＷＦＰ）の倉庫からは、戦闘時に援助用の食料が大量に奪われた。ＰＫＯ本部に近い市場も大半の店が略奪に遭い、八月下旬になっても多くが閉店していた。
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　市場で仕立屋として働くジョンさん（３１）は「兵士にミシンや布を全部奪われた。独立から五年たったが、国への希望は失った」と話す。住民らによると、市内では夜間、略奪や強盗が続いているという。　（ジュバ・共同）

＜南スーダン情勢＞　２０年以上の内戦を経て２０１１年７月にスーダンから分離独立した南スーダンでは、１３年１２月以降、政府軍と反政府勢力との間で内戦状態となり、数万人が死亡、２００万人以上が家を追われた。双方は昨年８月に和平協定に署名、今年４月に双方が参加する移行政権が発足したが、７月上旬に首都ジュバで戦闘が再燃、２７０人以上が死亡した。現地の国連平和維持活動（ＰＫＯ）に陸上自衛隊が参加中で、日本政府は「駆け付け警護」などの新任務の付与を検討している。　（共同）

 

稲田氏9月南スーダンへ　駆け付け警護検討で視察

共同通信2016/8/31 02:00

　稲田朋美防衛相は、国連平和維持活動（PKO）で陸上自衛隊施設部隊を派遣している南スーダンを9月中旬にも訪問する方向で調整に入った。安全保障関連法施行で可能になった「駆け付け警護」などの新任務の付与を検討する中、部隊視察を通じて現地の状況を詳細に把握する必要があると判断した。政府関係者が30日明らかにした。

　9月13日から数日間の日程で予定する米国訪問後、南スーダンの首都ジュバに入る見通しだ。現地の治安状況などを踏まえて最終判断する。

　稲田氏は8月24日、安保法に基づく自衛隊の新任務について訓練開始を表明した。

稲田防衛相 来月南スーダン訪問の方向で調整
NHK8月31日 4時35分
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稲田防衛大臣は、ことし１１月に南スーダンに派遣される見通しの自衛隊の部隊が、安全保障関連法に基づく新たな任務の訓練などを始めたことを受けて、現地の治安状況などを確認するため、来月、南スーダンを訪れる方向で調整に入りました。
国連のＰＫＯ＝平和維持活動に当たるため、ことし１１月にアフリカの南スーダンに交代で派遣される見通しの自衛隊の部隊は、武器を使って他国の部隊などを救援する「駆け付け警護」をはじめ、安全保障関連法に基づく新たな任務の訓練などを始めました。
これを受けて稲田防衛大臣は、施設部隊として現在ＰＫＯ活動に参加している陸上自衛隊の部隊視察や、現地の治安状況などの確認のため、来月、南スーダンを訪れる方向で調整に入りました。
政府は、１１月に南スーダンに派遣される見通しの部隊に対し、実際に「駆け付け警護」などの任務を付与するかどうかは、現地の情勢や訓練の習熟状況などを踏まえて、今後、ＮＳＣ＝国家安全保障会議などで慎重に判断するとしています。
こうしたなか、南スーダンでは先月、政府軍と反政府勢力との戦闘が再燃しており、稲田大臣としては、現地の治安状況などをみずから確認したうえで、新たな任務を付与するかどうか判断したいという思いもあるものと見られます。
日米首脳が来月会談＝ＴＰＰ、北朝鮮など協議
　安倍晋三首相は９月６～８日にラオスで開催される東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）関連首脳会議に合わせ、オバマ米大統領との首脳会談を行う方向で調整に入った。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認や核・ミサイル実験を繰り返す北朝鮮への対応などについて協議する。政府関係者が３０日、明らかにした。
　来年１月までが任期のオバマ氏は、ＴＰＰの早期議会承認に意欲を見せているが、民主、共和両党の大統領候補が反対を表明。首相は、日本側の取り組みを説明し、早期発効に向けて協力を確認するとみられる。
　挑発行動を繰り返す北朝鮮に対しては、抑止力強化の在り方について議論。東・南シナ海での中国の動きについても意見を交わす見通しだ。（時事通信2016/08/30-23:11）
来月上旬、日米首脳会談へ　対北朝鮮で連携確認

共同通信2016/8/31 02:10

　安倍晋三首相は9月上旬にラオスで開かれる国際会議に合わせ、オバマ米大統領と会談する方向で調整に入った。日本政府関係者が30日明らかにした。北朝鮮による相次ぐ弾道ミサイル発射に連携して対応することを確認。強固な日米同盟をアピールしたい考えだ。

　首相は会談で、中国公船による沖縄県・尖閣諸島周辺の領海侵入や南シナ海での中国の主権主張を否定した仲裁裁判所判断を踏まえ、日米が結束を示すことで中国をけん制する狙いだ。

　日本側は、来年1月のオバマ氏の任期切れをにらみ、環太平洋連携協定（TPP）の早期発効に向けて双方が努力することを確認したい意向だ。

日米首脳会談 　９月、ＡＳＥＡＮ会議に合わせ調整
毎日新聞2016年8月31日　00時49分（最終更新　8月31日　00時49分）
　日米両政府は３０日、ラオスで９月６〜８日に開かれる東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）関連首脳会議に合わせて、安倍晋三首相とオバマ米大統領が会談する方向で調整に入った。日米関係筋が明らかにした。中国の南シナ海進出や、北朝鮮のミサイル開発などで日米同盟として対応する姿勢を示す。日米会談は５月に三重県志摩市で開催して以来。また首相は、９月４、５両日に中国・杭州である主要２０カ国・地域（Ｇ２０）首脳会議の際にトルコのエルドアン大統領との会談を調整している。【田所柳子】 
オバマ大統領 アジア歴訪へ ＴＰＰ発効へ協力促す
NHK8月30日 12時49分
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アメリカのオバマ大統領は今週末から中国とラオスを訪れ、アジア重視の政策に変わりがない姿勢を示すとともに、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定について来年１月までの任期中に議会の承認を得る決意を示し、発効に向けてアジア各国の協力を求めることにしています。
オバマ大統領は、来月３日から中国の杭州で開かれるＧ２０サミットに出席し、５日からは初めてラオスも訪れることになっています。
これを前に２９日、ホワイトハウスのローズ大統領副補佐官が記者会見し、オバマ大統領が３日に中国の習近平国家主席と首脳会談を行い、地球温暖化対策をめぐる米中間の協力や、中国の南シナ海への進出などについて意見を交わす考えであることを明らかにしました。
また、ローズ副補佐官は、オバマ大統領が次の訪問先のラオスでアジア政策についてのスピーチを行い、この中でＴＰＰについて来年１月までの任期中に議会の承認を得る決意を示したうえで、発効に向けてアジア各国の協力を求めるとしています。ＴＰＰをめぐっては、１１月のアメリカの大統領選挙に向け民主党のクリントン氏と共和党のトランプ氏の双方が反対の姿勢を示していることから発効の見通しが不透明になっており、オバマ大統領の発言が注目されます。
稲田防衛相、９月中旬の訪米へ調整　国防長官と会談
朝日新聞デジタル2016年8月30日22時56分
　日米両政府は、稲田朋美防衛相が９月中旬にも訪米し、カーター国防長官と会談する方向で最終調整に入った。稲田氏の訪米は防衛相就任後初めて。北朝鮮の核・ミサイル開発や、中国の海洋進出などについて意見交換し、日米連携の強化を確認する方針だ。
　会談では、安全保障関連法に基づく自衛隊活動の訓練開始を受け、安保法を反映した日米共同訓練の実施についても協議するとみられる。米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設問題や日米地位協定の軍属の範囲見直しも議題になる見通しだ。
稲田氏、９月中旬訪米…カーター国防長官と会談

読売新聞2016年08月30日 14時16分

　稲田防衛相が９月中旬、就任後初めて米国を訪問し、カーター国防長官と会談する方向で調整していることが分かった。

　政府関係者が明らかにした。

　稲田氏はカーター氏との会談で、弾道ミサイル発射を繰り返す北朝鮮や、東シナ海で活動を活発化させている中国に対し、日米で緊密に連携して対処していくことを確認する考えだ。３月に施行された安全保障関連法により自衛隊の任務が拡大したことを踏まえ、自衛隊と米軍の共同訓練の今後のあり方も協議する。

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設問題や、日米地位協定上の軍属の範囲見直しについても議論する予定だ。

　訪米日程は「９月１３～１６日」を軸に検討しており、秋の臨時国会の開会時期を見極めた上で最終判断する。
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産経新聞2016.8.31 01:00更新 
【政界徒然草】護憲派は改憲派だったのか？！　天皇陛下の生前退位で「改憲すべき」…民進党支持者８０・８％＆共産党支持者７０・７％
　天皇陛下が８月８日、ビデオメッセージで「生前退位」への強いご意向を表明された。これに関連した興味深い世論調査結果が出た。ビデオメッセージ直前ではあるが、産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が同月６、７両日に実施した合同世論調査によると、「生前退位が可能になるよう憲法を改正してもよい」との回答が８４・７％に達したのだ。生前退位の是非はさておき、国民の憲法改正に対する「壁」という意味で、驚きの数字だった。
　数字を支持政党別でみると、さらに興味深い傾向がうかがえた。憲法改正を党是とする自民党支持層では、８８・７％が改憲に賛成した。それをも上回ったのが公明党だ。現行憲法に新たな条文を加える「加憲」の立場を取りつつ、具体的な憲法改正の推進には慎重な同党の支持層では８９・８％が改憲に賛成したのだ。
　より衝撃だったのは、護憲派の政党だった。「絶対護憲」を掲げる共産党支持層でさえ改憲への賛成が７０・７％に達し、社民党も７８・９％という高い数字が出た。憲法改正への立ち位置が相変わらずはっきりしない民進党支持層も賛成は８０・８％だった。
　単純に比較できないが、７月１６、１７両日に実施した産経・ＦＮＮの合同世論調査では、憲法改正そのものへの賛成が４２・３％、反対が４１・７％だった。最近の改憲の賛否は、おおむねこの数字と同じ傾向が続いている。従って、生前退位を可能にする憲法改正だけ賛成が突出しているのは、ある意味矛盾していることになる。
　もっとも、８月の世論調査の設問には多少の説明が必要だ。設問の全文は次の通りである。
　「今後、天皇の『生前退位』が可能となるように、憲法を改正してもよいと思いますか、思いませんか」
　一つ前の設問では、「現在の皇室制度では、天皇が生前に退位し、天皇の位を皇太子に譲る『生前退位』の規定がありません。生前退位について、あなたは政府がどのように対応するべきだと思いますか」とあるが、生前退位のために憲法改正が必要不可欠なのかどうか、現行憲法の下で実現するために何か障害があるのかといった丁寧な説明がない。
　一般論として、電話で行った世論調査で詳細な質問を行うのには限界がある。とはいえ、生前退位のための改憲賛成が多数を占めた背景には、「陛下のご意向を尊重するためならば、ありとあらゆる手立てを講じるべきだ」と考えた人が多かったのではないかと推測する。
　では、生前退位を可能とする憲法改正とは、いったいどのようなものが想定されるのだろうか。
　まず憲法第２条には「皇位は、世襲のものであつて、国会の議決した皇室典範の定めるところにより、これを継承する」とある。従って憲法を改正しなくても、皇室典範の改正で生前退位を定め、陛下のご意向は尊重できるとの説がある。
　一方、憲法第１条は「天皇は、日本国の象徴であり日本国民統合の象徴であつて、この地位は、主権の存する日本国民の総意に基く」としている。「天皇の意思」で生前退位をした場合、「国民の総意」に反しかねず、憲法改正で生前退位の規定を明記する必要があるとの論点もある。
　また、憲法第４条１項は「天皇は、この憲法の定める国事に関する行為のみを行ひ、国政に関する権能を有しない」としている。政府や国会が今回の陛下のメッセージと直結して何らかの政治的な動きをした場合、「天皇の政治行為」を禁止したこの項目に抵触するのでないかとの議論がある。現実的ではないと思うが、この４条の規定を改正して「天皇の政治行為」を認めるようにすることも理屈としてはあり得る。
　ことほどさように、生前退位と憲法改正をめぐる論点は尽きない。そんな中、安倍晋三首相は陛下のメッセージの後、記者団に「天皇陛下ご自身が国民に向けてご発言されたことを重く受け止めている」と述べ、以下のように続けた。
　「天皇陛下のご公務のあり方などについては、天皇陛下のご年齢やご公務の負担の現状にかんがみるとき、天皇陛下のご心労に思いをいたし、どのようなことができるのか、しっかり考えて決めなければいけないと思っている」
　陛下のご意向に向き合いつつ、憲法４条との兼ね合いの中で政府として何がやれるかを模索する－。そんな苦悩がうかがえる発言だった。政府はいずれ何らかの対応を迫られることになるだろう。「陛下のご意向に直結して動くわけではない」との姿勢は建前に過ぎないかもしれない。それでも現時点で政府として憲法に抵触しない範囲で発することができるギリギリの線の言葉だった。
　ところが、ふだんは盛んに護憲を訴える勢力は陛下のメッセージを受け、政治的な動きの加速に前のめりになっている。憲法４条の規定は眼中にないかのようだ。
　共産党の志位和夫委員長は陛下のメッセージ直後の記者会見で「政治の責任として生前退位について真剣な検討が必要だ。国会として政治の責任においてなされるべきだ」と明言した。
　志位氏は「今日のご発言を直接受けた形での立法ということではなく」と断ってはいたが、「可能性としては皇室典範の改正、あるいは特別立法といういくつかのやり方がある」とまで踏み込んだ。
　志位氏が陛下のご意向を受けて即、法的な対応が必要だと主張したことは意外だった。護憲派こそが憲法４条を完全に順守するものだと思っていたからだ。そもそも皇室制度に本質的に反対の共産党が、あたかも「天皇の政治利用」を率先しているようにも映った。
　社民党の又市征治幹事長も、陛下のメッセージ後に「必要があれば皇室典範を改正するなどの対応を行うべきである」との談話を出した。
　志位氏は「これは法律の改正の問題だ。憲法の改定に関わる問題ではない」とも述べた。「憲法改正ありき」で陛下のご意向を利用することは、それこそ憲法の精神に反し、厳に慎むべきだ。だが、仮に陛下のご意向を尊重するために憲法改正が必要だとしたら、その選択肢を最初から否定するのも不可解な話である。共産党よりも共産党支持層の方が柔軟だからこそ、改憲賛成派が多数を占めたのだろう。
　いずれにせよ、憲法改正に否定的だとされる世論の壁は、状況によっては簡単に崩れる可能性があることがはっきりした。共産、社民両党はこの際、憲法改正を否定しない自らの支持者と真剣に向き合ってはどうだろうか。（政治部　酒井充）
旧維新系、一本化せず＝江田氏は不出馬－民進代表選
　民進党代表選（９月２日告示、１５日投開票）をめぐり、党内最大勢力の旧維新の党出身議員グループ（２３人）は３０日、東京都内で幹部会合を開き、支持候補を一本化しない方針を決めた。蓮舫代表代行や前原誠司元外相を推す声などに割れているためで、事実上の自主投票となる。
　旧維新系の会合で、江田憲司党代表代行は「今回は出馬しない」と不出馬を表明した。旧維新に対しては、蓮舫氏と前原氏がそれぞれ支援を要請。グループ内では両氏を支持する声があるほか、玉木雄一郎衆院議員の擁立論も根強く、意見集約は困難と判断した。３１日に正式決定する見通し。
　長島昭久元防衛副大臣は３０日夜、地元の支援者らに対し「出馬を断念する」と明言。同じ保守系の前原氏から協力を求められていることへの対応は、親しい議員らと協議し、３１日にも判断する。
　一方、蓮舫氏の陣営は９月１日に総決起集会を開くことを決めた。選対本部長には、旧社会党系で岡田克也代表に近い鉢呂吉雄元経済産業相が就任した。　
　代表選日程に関し、民進党は候補者による討論会や街頭演説を、９月３日に大阪市で、同４日に福岡県久留米市でそれぞれ開くと発表した。（時事通信2016/08/30-21:05）
民進 　維新グループ、代表選は「自主投票」
毎日新聞2016年8月30日　21時35分（最終更新　8月30日　21時35分）
　民進党の旧維新の党グループは３０日、断続的に幹部会を開き、９月の党代表選への対応を「自主投票」にすると決めた。３１日に正式決定する。グループ共同代表の江田憲司代表代行は「２３人が結束する」とキャスチングボートを握ろうとしていたが、まとまらなかった。蓮舫代表代行、前原誠司元外相を推す議員のほか、推薦人集めに苦慮する若手の玉木雄一郎国対副委員長の立候補に向け活動する議員もおり、３分裂の状態となっている。 
民進代表選、山尾氏が前原氏支持　蓮舫氏は選対事務所開設

共同通信2016/8/30 20:498/30 20:51updated
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蓮舫氏（左）、前原誠司氏　民進党の山尾志桜里政調会長は30日、取材に対し、9月の代表選で前原誠司元外相を支持する考えを明言した。党三役で支持候補を明確に打ち出したのは初めて。蓮舫代表代行は、東京都内のホテルに選挙対策事務所を開設。既に前原氏も事務所を設置しており、両陣営とも臨戦態勢に入った。党は2日の告示後、全国10カ所で候補者討論会を開くと発表した。

　山尾氏は、前原氏が財源の裏打ちがある社会保障充実策を提示したことを評価したとしている。

　蓮舫氏は事務所開きのあいさつで「よい選挙でなく、勝つ選挙をしたい」と頭を下げ、協力要請した。

山尾政調会長は前原氏支持へ　執行部で初　民進代表選
朝日新聞デジタル藤原慎一2016年8月30日21時19分

民進・山尾志桜里政調会長
　民進党代表選（９月２日告示、１５日投開票）で、山尾志桜里政調会長は３０日、前原誠司元外相（５４）を支持する意向を固めた。岡田克也代表執行部で、前原氏支持を打ち出す党幹部は山尾氏が初めて。
　山尾氏はこの日、岡田氏や枝野幸男幹事長に、前原氏を支持する意向を伝えた。
　山尾氏は前原氏が率いる議員グループに所属。岡田氏から政調会長に抜擢（ばってき）された際も、前原氏に相談し、就任後も助言を受けてきた。政調会長として携わった７月の参院選公約で、「人への投資」や「格差是正」を掲げたことを踏まえ、前原氏が「尊厳ある生活保障改革」など再分配政策を重視していることに賛同し支持を決めた。ただ、推薦人にはならない意向だ。
　岡田氏ら現執行部の多くは蓮舫代表代行（４８）を支持するとみられている。（藤原慎一）
蓮舫氏 選対本部の初会合「勝てる選挙を」
NHK8月30日 16時13分
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民進党代表選挙への立候補を表明している蓮舫代表代行は、３０日、選挙対策本部の初会合を開き、「いい選挙ではなく、勝てる選挙をしたい」と述べ、代表選挙での勝利に強い意欲を示しました。
民進党代表選挙への立候補を表明している蓮舫代表代行は、国会近くのホテルに選挙対策本部を設けて、３０日昼、初会合を開き、国会議員らおよそ２０人が出席しました。
この中で蓮舫氏は、「いい選挙ではなく、勝てる選挙をしたい」と述べ、代表選挙での勝利に強い意欲を示しました。
そして、選挙対策本部の本部長に岡田代表に近いとされる鉢呂・元経済産業大臣、事務局長に蓮舫氏と同じ野田・前総理大臣のグループに所属する長浜・元環境大臣が、それぞれ就任することが決まり、今後、支持拡大の取り組みを本格化させることを確認しました。
また、高木・元文部科学大臣が会長を務めるグループは、３０日午前、国会内で幹部が会合を開き、党の閉塞（へいそく）状況を打破するためには、発信力や改革への情熱が必要だとして、蓮舫氏を支持することを正式に決めました。
高木氏は、「国民が、わくわくするような党風をつくっていくためにも、蓮舫氏が代表にふさわしい」と述べました。
民進党代表選挙は、来月２日告示、１５日投開票の日程で行われ、このほか、前原・元外務大臣が立候補を表明しています。
衆院２補選の調整難航＝福岡は分裂濃厚、東京は公募も－自民
　１０月２３日投開票の衆院２補選に向けた自民党の調整作業が難航している。党内から２人が出馬表明した福岡６区は、候補者一本化の見通しが立たず、分裂選挙となる可能性が濃厚。東京１０区も、７月の都知事選のしこりから候補者選定が進まず、公募の可能性が取り沙汰され始めた。
　鳩山邦夫元総務相の死去に伴う福岡６区補選は、党県連会長の長男で参院議員秘書の蔵内謙氏と、邦夫氏の次男で福岡県大川市長の鳩山二郎氏がそれぞれ立候補を表明。県連は蔵内氏を党本部に公認申請したが、鳩山氏も引かない構えだ。
　鳩山氏の陣営幹部は３０日、党本部を訪れ、古屋圭司選対委員長に鳩山氏の公認を直談判。この後、記者団に「全然無名の人が出るのは有権者の無視で許せない」と蔵内氏を酷評した。古屋氏は２３日に蔵内氏と会い、党独自の世論調査を根拠に蔵内氏では当選は難しいと伝え、出馬辞退を促した。二階俊博幹事長は周辺に「負ける選挙は絶対にしてはいけない」と漏らしているという。
　これに対し、蔵内氏を推す県連幹部は「自信を持って選考した。公認が近いうちに下りると判断している」と鳩山氏への対抗意識を隠さない。
　蔵内氏を麻生派会長の麻生太郎副総理兼財務相、鳩山氏を二階派の武田良太元防衛副大臣らがそれぞれ支援し、両氏の対立は派閥間の「代理戦争」の様相を呈している。執行部は分裂選挙回避に向け調整を続けるが、党内からは「暗礁に乗り上げた」（選対関係者）と諦めの声も漏れる。
　一方、小池百合子都知事の衆院議員失職に伴う東京１０区補選は、調整作業を主導すべき立場にある党都連執行部が、都知事選敗北の責任を取って全員辞任した。新執行部の発足も「全然めどが立たない状態」（都選出議員）という。　
　都連が機能不全に陥る中、古屋氏は３０日の党役員連絡会で「東京１０区は都連の新執行部が決まったら相談したい」と報告するしかなかった。選対幹部からは「基本は公募だ」との声が上がった。
　「調整を急いでいるが、急ぐばかりがうまく解決することにはならない。状況を判断して決めていきたい」。二階氏は３０日の記者会見で、当面は事態の推移を見守る考えを示した。（時事通信2016/08/30-20:10）
産経新聞2016.8.31 00:12更新 
自民・古屋圭司選対委員長インタビュー　衆院ダブル補選「負ける選挙しない」　次期衆院選

インタビューに応じる自民党の古屋圭司選対委員長（斎藤良雄撮影） 
　　－－衆院東京１０区と福岡６区の補選の位置づけは
　「二階俊博幹事長は『初めての執行部で負ける選挙はできない』と言っている。私も全く同じ考えだ。絶対に勝てる選挙をしなければならない」
　－－東京１０区は若狭勝衆院議員ら小池百合子都知事に近い候補者が出る可能性があるが、自民党の対応は
　「近く決まる新しい東京都連の執行部とよく連携するが、あれだけ激しい選挙の後だから、党本部がある程度主体的に対応する。党本部で公募をするのが党の基本的なルールだ」
　－－小池氏次第の面もある
　「それはそうだ。あらゆる角度から、速やかに、焦らず、丁寧に、最善の選択をしたい」
　－－福岡６区の結論を出す時期は
　「（蔵内謙氏の公認を申請した）福岡県連の決定は承知しているが、まだ協議していない。鳩山二郎氏側からも支部単位でいろいろ要請書がきている。基本的に丁寧に対応したい。しっかり勝てる選挙を戦うことが大切だ。時間はそんなにかけられないが、プロセスとしては丁寧にやる」
　　－－どちららも無所属で出馬し、当選した側を公認するやり方もある
　「いろんな方面からそういわれるが、選対委員長の私の口からは言えない。九州では前回の衆院選でそういう選挙区があったことは承知している。丁寧にやれば、おのずと結論が出る」
　－－次期衆院選に向けて若手の教育は
　「当選１、２回生は平成２４年と２６年の追い風で当選した人がほとんどだ。理想的な選挙は続かない。１、２回生がどれだけ生き残ってくるかで政権の安定が決まる。選対副委員長を付け、後援会や地元の地方議員との友好関係を作れるような強い政治家にしていきたい。座学だけでなく、頑張っている人は評価し、そうでない人には厳しくする姿勢も必要だ」
　－－現職でも候補者を差し替えることはあるか
　「厳しくしたい。私はある意味では恨まれ役だ。世論調査など客観的な指標で判断することが大切だ」
（聞き手　沢田大典）
産経新聞2016.8.31 00:07更新 
分裂気配の衆院ダブル補選　苦悩する自民　東京１０区は小池ブーム…、福岡６区は“大物の代理戦争”
　８月に発足した自民党の新体制で初陣となる衆院東京１０区と衆院福岡６区のダブル補欠選挙（１０月２３日投開票予定）。いずれも保守系の分裂含みとなり、候補者選定に苦慮している。
　■東京１０区
　東京都知事選で小池百合子知事と敵対した自民党都連には傷跡が残る。会長だった石原伸晃経済再生担当相ら幹部が一斉に辞任し、補選の態勢は整っていない。
　そのため党本部主導で公募を実施し、候補者選定を進める方針だ。二階俊博幹事長は「撃ち方やめだ」として小池氏との関係修復に動く。「小池ブーム」の中で勝てる候補を探すのは至難の業だからだ。
　一方、小池氏側は自身の議員辞職に伴う補選だけに候補者擁立を模索する。小池氏に近い若狭勝衆院議員（比例東京）の出馬が取り沙汰されるが、若狭氏は都副知事就任にも意欲を示し、態度ははっきりしていない。
　民進党は元ＮＨＫ記者の新人、鈴木庸介氏の公認を決めており、自民党が分裂すれば漁夫の利を得る可能性もある。自民党では「小池氏の意向に逆らうことはできない」（幹部）として、小池氏の意中の候補に一本化する案が出ている。
■福岡６区
　鳩山邦夫元総務相の死去に伴う補選には、邦夫氏の次男で福岡県大川市長の二郎氏が出馬を表明している。党福岡県連は蔵内勇夫県連会長の長男、謙氏の公認を党本部に申請。二階氏は３０日の記者会見で「できるだけ早く一本化になることを期待する」と述べたが、収拾は付いていない。
　二郎氏を支援する本村康人久留米商工会議所会頭らは３０日、党本部で古屋圭司選対委員長と面会した。二郎氏の公認を要請すると、古屋氏は「慎重に対応する」と聞き置いたが、本村氏は記者団に「公認がなくても二郎が勝つが、筋が通らない」と述べ、今後も公認を求める考えを示した。
　一方、古屋氏は２３日に都内のホテルで蔵内謙氏と面会し、暗に出馬辞退を求めた。党独自の調査で蔵内氏の支持が二郎氏を大きく下回ったためだ。党幹部は「鳩山家の弔い合戦には勝てない」として蔵内氏の不出馬を模索するが、蔵内氏は古屋氏の要請に首を縦に振らなかった。党県連は「公認申請の手続きに瑕（か）疵（し）はない」として引き続き蔵内氏の公認を求めている。
　事態を複雑にしているのが、“大物の代理戦争”の様相を呈していることだ。二郎氏には、邦夫氏が主宰していた派閥横断グループ「きさらぎ会」が支援に乗り出した。１００人以上の国会議員に支援呼びかけの文書を送付。同会の顧問は菅義偉官房長官が務める。二郎氏は二階氏とも面会済みで、激励を受けた。
　これに対し、蔵内氏の選対本部長には麻生太郎副総理兼財務相（福岡８区）が就任。中選挙区時代に現６区を地盤としていた古賀誠元幹事長も支援する。
　党本部では二郎、蔵内両氏が無所属で出馬し、勝者を事後公認する案も浮上。ただ、民進党は在チェンナイ日本総領事館元職員の新人、新井富美子氏を擁立するため、共倒れの懸念もある。
小池都知事、宇都宮氏と会談　「直接話聞きたかった」
朝日新聞デジタル伊藤あずさ2016年8月30日22時33分

名刺交換後に握手する宇都宮健児氏と小池百合子知事＝都庁


　元日本弁護士連合会長の宇都宮健児氏が３０日、都庁を訪れ、都政の課題への要望書を小池百合子知事に手渡した。７月の知事選で立候補を取りやめた宇都宮氏は「都民ファースト」「都政改革」の方針に賛同したという。知事は「直接話を聞きたかった」と歓迎し、約１５分間、意見交換した。
　要望は、宇都宮氏の支援者から寄せられた声をまとめたもので、情報公開の徹底▽築地市場移転の一時的な停止▽子どもの貧困対策――など１０項目。知事は「これからも自主的オンブズマンとして頑張ってほしい」と応じた。
　会談後、宇都宮氏は「改革を徹底できるか都民として監視したい」と報道陣に話した。同氏は過去２回の知事選で次点で落選。今回は野党統一候補の鳥越俊太郎氏に譲る形で出馬を取りやめている。（伊藤あずさ）
「１票の格差」、１０月１８日判決＝参院選無効訴訟－東京高裁
　「１票の格差」が最大３．０８倍だった７月の参院選は定数配分が人口に比例しておらず違憲だとして、升永英俊弁護士らのグループが全４５選挙区の選挙無効を求めた訴訟で、東京高裁（小林昭彦裁判長）の第１回口頭弁論が３０日開かれ、即日結審した。判決は１０月１８日。
　７月の参院選をめぐっては、二つの弁護士グループが全国１４の高裁、高裁支部に選挙無効訴訟を起こしている。（時事通信2016/08/30-17:48）
参院選「１票の格差」判決は10日18日　東京高裁 
日経新聞2016/8/30 19:37
　「１票の格差」を解消せずに実施した７月の参院選は憲法違反だとして、関東地方の住民らが選挙無効を求めた訴訟の第１回口頭弁論が30日、東京高裁（小林昭彦裁判長）で開かれ、即日結審した。判決は10月18日に言い渡される。
　弁護士グループが７月、全国14の高裁・高裁支部で一斉に提訴した。
　最高裁は、最大の格差が4.77倍だった2013年の参院選を「違憲状態」と判断。今回は選挙区を統合する合区が初めて導入され、格差は最大3.08倍となった。
隠しカメラ問題、大分県警に公開質問状　労組が提出
朝日新聞デジタル2016年8月30日19時46分
　大分県別府市で参院選公示前の６月、別府署員が公職選挙法違反の捜査として、労働組合「連合大分」の支部などが入る建物の敷地に無断で立ち入り、ビデオカメラを設置した事件で、連合大分は３０日、県警の松坂規生本部長宛てに公開質問状を出した。県警は「真摯（しんし）に対応させて頂きます」とコメントした。
　連合大分は質問状で、当事者の自分たちに説明がないとし、発案者を含めてカメラ設置の具体的な経緯と目的▽プライバシー侵害に対する見解▽再発防止策の明示――などを質問。９月１０日までの回答を求めた。
　提出後に取材に応じた連合大分の佐藤寛人会長によると、県警は刑事部の原田賢二参事官ら２人が対応。佐藤会長は「県警の回答を受けて組織内で十分に検討したい」と話した。
　県警は２６日、別府署の阿南和幸刑事官ら４人を建造物侵入容疑で書類送検。「不適正な捜査」として、プライバシーの侵害も認めた。４人は６月１８～２１日、敷地に計７回、不法侵入した疑いがある。
しんぶん赤旗2016年8月31日(水)

令状なし盗撮　警察庁が公認　大分事件受け通達　反省せず
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（写真）警察庁が２６日に出した通達文書

拡大図はこちら


　大分県警別府署の署員が参院選の野党統一候補を支援する団体が入る建物敷地にビデオカメラを設置して市民を隠し撮りしていた事件で、警察庁が全国の警察に通達を出したことが３０日、わかりました。通達文書からは全国の警察が法の手続きもなく警察の判断で自由に撮影できる実態が浮き彫りになってきました。

　「捜査用カメラの適正な使用の徹底について」と題した通達は、２６日に出されました｡この日は、大分県警が盗撮事件の調査報告を発表し「謝罪」した日です。

　「通達」は大分県警の事件について、無断で他人の敷地に入ったことは「国民の信頼を著しく損なう」とのべるものの、隠し撮りへの反省は一切ありません。

　ビデオカメラの撮影について「通達」は「必要な範囲」と「相当な方法」でやれば、「任意捜査として許される」と強調。警察が“捜査”のため必要と判断すれば、裁判所の捜査令状がなくても撮影できることを前提とした内容です。
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（写真）大分県警別府署の隠しカメラが設置された斜面（左）から見た会館の玄関（奥右側）＝大分県別府市


　撮影の期間や場所などについても、制約を設けておらず、捜査幹部の判断任せになっています。

　大分県警の事件では、選挙や労働組合活動のために出入りした犯罪と無関係の市民が隠し撮りされました。

　「通達」には、こうした被害者への救済や、収集した画像の管理などについての指示もありません。すべて警察の判断に委ねるものとなっています。

　一方で「カメラの設置又は土地等への立入については当該管理者の承諾を得ること」などと注意喚起。大分県警の事件を、他人の敷地に無断立ち入りしたことが問題の中心であるかのようにわい小化しています。

しんぶん赤旗2016年8月31日(水)

機動隊がテント内撮影　沖縄・高江　抗議する市民押しのけ　伊波参院議員が現地調査に
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（写真）「Ｎ１裏」テントに押し掛けた機動隊に抗議する人々＝３０日、沖縄県東村高江
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（写真）「Ｎ１地区」ゲート前で作業用車の進入に抗議する人々＝３０日、沖縄県東村高江


　沖縄県東村高江の米軍北部訓練場周辺で３０日、米軍ヘリパッド＝オスプレイパッド（着陸帯）の建設工事が本格化することを警戒し、市民による抗議行動が続きました。沖縄防衛局は工事を急ぐため、９月以降はＮ１地区とＨ地区、Ｇ地区の工事を同時に進める方針を示しています。

　資材搬入に抗議する市民を機動隊が強制的に排除し、午前１０時すぎに砂利を積んだダンプカー１０台とトレーラー４台がＮ１地区ゲートに進入。午後２時半には｢Ｎ1裏｣のテントに６０人以上の機動隊が押し掛けて内部をビデオカメラで撮影し、市民が｢テントに入るな｣と詰め寄るなど緊迫した状況になりました。

　この日、伊波洋一参院議員(無所属)が調査に訪れ、抗議行動を支援する土木建築の専門家から、工事で懸念される環境への影響について聞き取りました。

　調査を終えた伊波氏は「住民の声や自然環境への配慮を無視して工事が進められています。専門家の知見を生かして政府を追及したい」と述べました。

　２９日からテントに泊まり込んでいる那覇市の下地勝博さん（６９）は「重機を使って貴重な自然が破壊されている現状に怒り心頭です。工事を止めるため、座り込みを続けたい」と語りました。

しんぶん赤旗2016年8月31日(水)

着陸帯阻止　集中行動へ　沖縄県民会議　毎水・土は高江に

　沖縄県の政党や労組、市民団体でつくる「基地の県内移設に反対する県民会議」は２９日、幹事会を開き、東村と国頭（くにがみ）村にまたがる米軍北部訓練場のヘリパッド（垂直離着陸機オスプレイが使用する着陸帯）建設阻止に向けた集中行動に取り組むことを決めました。

　９月から毎週水曜日と土曜日を集中行動日として、資機材の搬入口となっているＮ１ゲート前に集合し、抗議行動を展開します。最初の行動日は９月３日（土）です。

　県民会議は「これ以上の沖縄の基地機能強化を許さず、やんばるの自然を守り、高江地域の安心・安全な生活を取り戻すため、最後まであきらめることなく建設阻止の行動につなげていく」としています。

　現地からは「辺野古新基地建設の反対運動では、毎週水曜、木曜の集中行動で工事中止にまで追い込んだ。高江でも週２回工事を止めれば辺野古と同じ状況をつくれる」と意気込む声が上がっています。

国際フォーラム参加の高校生 核廃絶宣言手渡す
NHK8月30日 19時13分
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今月下旬に広島市で開かれた「ひろしまジュニア国際フォーラム」で、核兵器の廃絶などをめぐって議論した高校生たちが、３０日に外務省を訪れて岸田外務大臣と面会し、核兵器廃絶に向けた宣言を手渡して、今後の取り組みに生かしてほしいと訴えました。
続きを読む
「ひろしまジュニア国際フォーラム」は、今月２１日から４日間の日程で、地元の中高生をはじめ、１６の国と地域から８０人余りが参加して広島市で開かれ、核兵器を禁止し廃絶するため、世界中のすべての国が新しい国際条約に署名することを提案する『広島宣言』をまとめました。
３０日は、このフォーラムに参加した高校生７人が外務省を訪れて岸田外務大臣と面会しました。
この中で、広島市の高校１年生、奥菜々美さんが、「核兵器廃絶と平和構築の課題と解決策について議論を深め、『広島宣言』にまとめました。この成果を今後の外務省の取り組みに生かしてほしいです」と話し、宣言を手渡しました。
これに対し岸田大臣は、「世界が直面する課題をめぐって大変有意義な意見交換が行われたと聞いている。皆さんが広島から核兵器廃絶と平和に向けたメッセージを出したことは大変喜ばしい」と述べました。
産経新聞2016.8.31 05:02更新 
主張　テロ準備罪の創設　国際連携の「弱い環」脱せ
　政府は過去に３回廃案となっている「共謀罪」について、罪名を「テロ等組織犯罪準備罪」と変更する組織犯罪処罰法の改正案をまとめ、９月に召集される臨時国会への提出を検討している。
　世界各地で悲惨な大規模テロ事件が頻発し、２０２０年には東京五輪の開催を控えている。国際社会と手を携えてテロと対峙（たいじ）するために、必要な法律である。今度こそ成立を急ぎ、関連法案の整備を進めてほしい。
　国連は００年の総会で、国際組織犯罪防止条約を採択した。国際テロやマフィアなど国境を越える犯罪に対処するための条約で、各国に共謀罪を設けることを求めて批准の条件とした。すでに世界１８０以上の国・地域が条約を締結しているが、主要７カ国（Ｇ７）では日本だけが締結に至っていない。共謀罪を持たないためだ。
　このため、小泉純一郎政権時代に共謀罪創設のための法案が３回提出されたが、民主党（当時）など野党の反対や、政府与党の腰砕けで廃案となってきた。結果として日本は、テロと戦う国際連携の「弱い環（わ）」となっている。
　過去の反対論には「居酒屋で上司を殴ると相談しただけで処罰される」といった言いがかり的なものや、市民運動の弾圧に適用されないかなどの声があった。
　こうした曲解を避けるため従来の法案で「団体」としていた適用対象は「組織的犯罪集団」に限定し、犯罪の合意だけではなく資金集めや使用する道具を用意するなど犯罪実行のための「準備行為」も構成要件に加えた。
　既遂の犯罪を処罰対象とする日本の刑法の原則に反するとの慎重意見もある。では、テロが起きるのを待てというのか。無辜（むこ）の人々を対象とするテロは、未然に防がなくては意味がない。
　また、法案の創設だけでは効力を十分に発揮することはできない。刑事司法改革で導入された司法取引や対象罪種が拡大された通信傍受の対象にも共謀罪を加えるべきだ。テロを防ぐための、あらゆる手立てを検討してほしい。
　国際組織犯罪防止条約に加われば、それだけでテロ情報を入手できると考えるのは誤りである。情報交換の基本は相互主義だ。日本独自の情報機関の創設も急がなくてはならない。東京五輪まで４年を切った。テロは政治の遅滞を待
社説　今、憲法を考える（３）　明治の論争が試される

東京新聞2016年8月31日

　大日本帝国憲法をめぐる枢密院での伊藤博文と森有礼との論争は有名である。伊藤は初代首相、森は初代文部相となる重鎮だ。伊藤は憲法創設の精神を語った。

　＜第一君権ヲ制限シ、第二臣民ノ権利ヲ保護スルニアリ＞

　立憲君主制をめざしたので、君主の権力を制限して、国民の権利を保護すると述べたのだ。憲法で権力を縛る立憲主義の根本である。

　森の答えが実に興味深い。

　＜臣民ノ財産及言論ノ自由等ハ、人民ノ天然所持スル所ノモノニシテ（中略）憲法ニ於テ此（これ）等ノ権利始テ生レタルモノヽ如ク唱フルコトハ不可ナルカ如シ＞

　生まれながらにして持つ権利は憲法で明文化する必要はないと主張しているのだ。弁護士の伊藤真さんに解説してもらった。

　「明文化すると、明文化されていない権利が無視されることを恐れたのです。人間の持つ自然権は、すべてを書き尽くせません。基本的なことを書き、時代に即して解釈していく方が幅広く人権を守れると考えたのです」

　自然権は十七世紀に活躍した英国の思想家ジョン・ロックらが主張した。権利を守るために契約により政府をつくる。もし、正しい政治がなければ、国民が政府に抵抗する「抵抗権」を認めた。さて自然権を憲法に書くべきか－。

　一七八七年の米合衆国憲法には当初なかった。九一年の修正条項で自由と権利が規定された。フランスの一九五八年の憲法でも規定がないが、前文で一七八九年宣言への至誠をうたう。フランス革命時の有名な人権宣言である。つまり、生まれながらに持つ自由と権利は自明の理なのだ。

　「天賦人権説」という。日本国憲法もこの考え方に基づくが、自民党の憲法改正草案は同説を採用しないと公言する。草案は「公の秩序」が人権より上位にくるような書きぶりだ。まるで国が恩恵として与える明治憲法の「臣民の権利」と同じだ。

　作家の高見順は一九四五年九月三十日の日記に書いた。

　＜戦に負け、占領軍が入ってきたので、自由が束縛されたというのなら分るが、逆に自由を保障されたのである。なんという恥かしいことだろう＞

　明治の森有礼でさえ、自由と権利を「人民ノ天然所持スル」と述べた。人権宣言から二百年を超す今、天賦人権説への異論が出るとは、まことに恥ずかしい。

しんぶん赤旗2016年8月31日(水)

主張　オスプレイとＦ３５　沖縄・本土一体の基地強化ノー

　沖縄本島北部で無法な米軍基地の増強が次々と図られようとしています。北部訓練場（東村、国頭村）では、住民らが強く反対する侵攻輸送機ＭＶ２２オスプレイなどのヘリパッド（ヘリコプター着陸帯）建設工事の再開が強行されています。伊江島補助飛行場（伊江村）では、最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５Ｂや特殊作戦機ＣＶ２２オスプレイなどの訓練場の拡張工事が始まりました。名護市辺野古の米軍新基地建設や、本土の米軍基地へのＦ３５ＢやＣＶ２２の配備計画に連動した動きです。深刻な基地被害を新たに強いる、沖縄と本土一体の基地機能強化は許されません。

軽減どころか大幅負担増

　機動隊を大量動員し、反対住民を強制排除して無法な工事が７月に再開された、東村高江のヘリパッド建設工事―。防衛省沖縄防衛局が工期短縮のため、環境にも配慮し１地区ずつ工事を進めるとしていた当初の計画を改変し、３地区同時に実施しようとしていることが明らかになり、沖縄では怒りの声が上がっています。北部の自然豊かな「やんばるの森」の破壊をさらに深刻にする大問題です。

　ヘリパッド建設工事は、北部訓練場の「過半」を返還する代わりに、４地区６カ所にヘリパッドを新設するという計画です（うち１地区２カ所は完成）。政府は「沖縄の基地負担の軽減」になると宣伝しています。しかし、この計画は「約５１％が使用不可能な北部訓練場を日本政府に返還する一方、新たに利用可能な訓練場所を開発する」（米海兵隊太平洋基地司令部の報告書「戦略展望２０２５」）というのが実態です。

　海に近い地区（Ｇ地区）のヘリパッドは、完成すれば、日本政府が米軍に新たに提供した訓練水域とつながり、これまではできなかった、海兵隊による陸海空一体の上陸訓練が可能になります。

　日米両政府が辺野古に建設を狙う新基地には、海兵隊のＭＶ２２の部隊が配備され、敵地への上陸侵攻作戦で使用する強襲揚陸艦が接岸可能です。ＬＣＡＣ（エアクッション型上陸用舟艇）も駐機できます。北部訓練場のヘリパッド建設と辺野古の新基地建設が直結していることは明白です。

　米軍が今月、伊江島補助飛行場で、海兵隊のＦ３５ＢやＭＶ２２、米空軍のＣＶ２２などの離着陸訓練を行うため、強襲揚陸艦の甲板を模した着陸帯（ＬＨＤデッキ）を２倍に拡張する工事に着手したのも重大です。横田基地（東京都）にＣＶ２２（１７年から１０機）、岩国基地（山口県）にＦ３５Ｂ（１７年に１６機）を配備する計画に伴うものです。

　北部訓練場と新基地ばかりでなく、伊江島補助飛行場までも一体化し、海兵隊などの海外“殴り込み”訓練が実施される―。「基地負担の軽減」どころか、基地負担の大幅な増強に他なりません。

たたかいをさらに広げて

　Ｆ３５Ｂの配備に伴い、沖縄本島中部の嘉手納基地（嘉手納町、沖縄市、北谷町）での格納庫拡張や、辺野古の新基地予定地と重なるキャンプ・シュワブ（名護市、宜野座村）など「中部訓練場」の訓練空域拡大が計画されているのも看過できません。北部訓練場のヘリパッドはＣＶ２２の使用も想定されています。

　米軍基地の強化を許さない沖縄と全国のたたかいをさらに発展させていく必要があります。
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